
飲食店への営業時間の短縮要請等の検証について
～他府県の事例をもとに～

滋賀県
（令和３年７月２０日）
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１ はじめに

飲食店への営業時間の短縮要請（以下「時短要請」とい
う。）については、経済活動への影響や私権の制約につな
がることも踏まえ、感染状況に応じた選択肢として慎重に
検討してきた。

これまでの感染拡大期においては、県民の皆様のご協力は
もとより、医療、検査、調査体制を強化することにより、
こうした措置をとることなく対応してきた。

感染状況が比較的、落ち着いている今こそ、感染拡大の波
をさらに低く抑える対策として、飲食店への時短要請の有
効性について、検討し、今後の感染拡大に備えたい。

そこで、本県独自に他府県の事例等について、飲食店への
時短要請等と新規感染者数の推移に着目して分析を行うこ
ととした。なお、国の公表資料も一部参照している。

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく要請の類型

２ 飲食店への時短要請の法的枠組みについて

新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下「法」という。）に基づき、国の交付
金（協力要請推進枠）を活用して行う飲食店への時短要請等については、①法第24条
第９項に基づく協力要請、②まん延防止等重点措置、③緊急事態措置の３つがある。

感染拡大時は、①により感染拡大を抑えることに取り組み、さらに拡大が続く場合
に、②、③と段階的に対策を強化するという流れを国は想定している。

根拠 内容 備考

①
一般的
な協力
要請

i. 法第24条第９項 i. 営業時間の短縮要請および休
業の要請
（命令はできない）

各府県が独自に実
施するもの

②

まん延
防止等
重点措
置

i. 法第31条の６第１
項

ii. 法第31条の６第３
項

i. 営業時間の短縮要請
ii. 営業時間の短縮命令

（休業要請はできない）

政府対策本部長が
公示した期間および
区域内において実
施

③

緊急事
態措置

i. 法第45条第２項
ii. 法第45条第３項

i. 営業時間の短縮要請および休
業の要請

ii. 営業時間の短縮命令および休
業の命令

政府対策本部長が
公示した期間および
区域内において実
施

②、③においては、人と人との接触機会の低減および施設に人が集まり、感染リスクが
高いと指摘されている会食につながることの防止のため、大規模集客施設等について時
短要請や休業要請を行うこととなる。
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３ 飲食店への時短要請の検証方法

感染から発症までの期間、加えて発症から患者が診断を
受けるまでの報告の遅れを鑑みて、効果が現れるまでの
期間を14日と仮定する。

【検証方法】

（参考：国立感染症研究所、厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボード・デー
タ解析チーム「まん延防止等重点措置と緊急事態宣言が新型コロナウイルス感染症の流行動態に及
ぼした効果に関する定量的評価（暫定版）」）

本県と比較検討のため、ほぼ同時期に感染拡大を迎える近
隣府県のうち、本県が特に影響を受けると考えられる大阪
府・京都府、大都市圏との関わりが本県と類似している奈
良県・和歌山県の時短要請や新規感染者数の情報を収集し、
分析を実施する。

今回の分析では、飲食店への時短要請やまん延防止等重
点措置、緊急事態宣言が発出された後、効果が現れると
考えられる一定期間経過後の新規感染者数の推移を観察

【留意すべき点】

今回の分析では、飲食店への時短要請やまん延防止等重

点措置、緊急事態宣言と新規感染者数の推移のみを見て

おり、季節変動、ゴールデンウィーク、ワクチン効果や

酒類の提供など新規感染者数の推移に関連する可能性の

ある他の要因については考慮できていない。

対策の効果は相互効果の結果であるため、飲食店への時

短要請およびその他の感染拡大防止策それぞれの効果を

過大および過小評価している可能性がある。
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４ 大阪府における飲食店への時短要請の内容（１）

期間 国措置
対象

根拠 対象施設 要請内容 対象地域

①

１１月２７日
～１２月１５
日
（２０日間）

－

法第
２４条
第９
項

接待を
伴う飲
食店

業種別ガイドラインを遵守して
いない施設

休業要請 • 大阪市北
区

• 大阪市中
央区

遵守している施設
時短要請
（５～２１時）その他の酒類の提供を行う飲食店

②
１２月１６日
～１月１３日
(２９日間）

－

法第
２４条
第９
項

接待を
伴う飲
食店

業種別ガイドラインを遵守して
いない施設

休業要請

大阪市全域遵守している施設
時短要請
（５～２１時）

その他の酒類の提供を行う飲食店

③
１月１４日
～２月２８日
(４６日間）

緊急事
態措置

法第
２４条
第９
項

【飲食店】
飲食店、喫茶店等
【遊興施設】
バー、カラオケ等、飲食店営業許可店舗

時短要請
（５～２０時）
酒類の提供
（１１時～１９時）

大阪府全域

④
３月１日～
３月３１日
（３１日間）

－

法第
２４条
第９
項

【飲食店】
飲食店、喫茶店等
【遊興施設】
バー、カラオケ等、飲食店営業許可店舗

時短要請
（５～２１時）
酒類の提供
（１１時～２０時３０
分）

大阪市全域

４ 大阪府における飲食店への時短要請の内容（２）

期間 国措置
対象

根拠 対象施設 要請内容 対象地域

⑤
４月１日～
４月４日
(４日間）

－

法第
２４条
第９
項

【飲食店】
飲食店、喫茶店等
【遊興施設】
バー、カラオケ等、飲食店営業許可
店舗

時短要請
（５～２１時）
酒類の提供
（１１時～２０時３０分）

大阪府全域

⑥
４月５日～４
月２４日
(２０日間）

まん延
防止等
重点措
置

法第
３１条
の６
第１
項

【飲食店】
飲食店、喫茶店等
【遊興施設】
バー、カラオケ等、飲食店営業許可
店舗

時短要請
（５～２０時）
酒類の提供
（１１時～１９時）

大阪市全域
（重点措置区
域）

法第
２４条
第９
項

時短要請
（５～２１時）
酒類の提供
（１１時～２０時３０分）

大阪市以外

⑦
４月２５日～
６月２０日
（５７日間）

緊急事
態措置

法第
４５条
第２
項

【飲食店】
飲食店、喫茶店
【遊興施設】
バー、キャバレー、ナイトクラブ
【カラオケ】
カラオケ店

時短要請
（５～２０時）
※酒類の提供禁止

大阪府全域
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11月27日
休業・時短要請

北区・中央区

12月16日
休業・時短要請

大阪市全域

大阪府, 1月14日
緊急事態宣言

大阪府全域で時短要請

3月1日
時短要請
大阪市全域

4月1日
時短要請
大阪府全域

4月5日
まん延防止等重点措置

大阪市内に適用

4月25日,
緊急事態宣言

大阪府内全域で時短要請

6月20日緊急事態宣言解除
6月21日から

まん延防止等重点措置へ

大阪府内全域に時短要請
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10月1日 11月1日 12月1日 1月1日 2月1日 3月1日 4月1日 5月1日 6月1日

人

大阪府 10万人あたりの新規感染者数（公表日・７日間累計）

① 休業・時短要請（11月27日～）
今週先週比の推移

２週間後の12月10
日の今週先週比
0.93であり、横ばい
から減少傾向が見
られる。

期間①

期間②

② 休業・時短要請（12月16日～）
今週先週比の推移

２週間後の12月29
日の今週先週比
0.90であるが、その
後の推移としては、
増加傾向が見られ
る。
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５ 大阪府の感染動向（１）

時短要請から
２週間後のライン
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大阪市内に適用

4月25日,
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大阪府内全域で時短要請

6月20日緊急事態宣言解除
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③ 緊急事態宣言（１月14日～）
今週先週比の推移

２週間後の１月27日
の今週先週比0.77
であり、減少傾向が
見られる。

④ 時短要請（３月１日～）
今週先週比の推移

２週間後の３月14日
の今週先週比1.16
であり、増加傾向が
見られる。
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11月27日
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12月16日
休業・時短要請

大阪市全域

大阪府, 1月14日
緊急事態宣言

大阪府全域で時短要請

3月1日
時短要請
大阪市全域

4月1日
時短要請
大阪府全域

4月5日
まん延防止等重点措置

大阪市内に適用

4月25日,
緊急事態宣言

大阪府内全域で時短要請

6月20日緊急事態宣言解除
6月21日から

まん延防止等重点措置へ
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期間⑤

⑤ 時短要請（４月１日～）
今週先週比の推移

4/1の4日後にまん延防止等重点
措置の対象区域となっていることな
ど、時短要請の効果を単独で評価
するのは、困難

⑥ まん延防止等重点措置（４月５日～）
今週先週比の推移

２週間後の４月18日
の今週先週比1.35
であり、その後に低
下傾向が見られる。
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⑦ 緊急事態宣言（４月25日～）
今週先週比の推移 ２週間後の５月８日

の今週先週比0.78
であり、その後に減
少傾向が見られ
た。

【まとめ】今回の分析では、
• 大阪市全域に対しては12月16日（北区・中央区は11
月27日）から継続して時短要請をされていることか
ら、大阪市への時短要請と新規感染者数の推移につい
ては関係性が乏しい。

• 時短要請の２週間程度経過後に新規感染者数の明確な
減少傾向は認めなかった。

• まん延防止等重点措置や緊急事態宣言後の２週間程度
経過後に新規感染者数が減少傾向を認めた。
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６ 京都府における飲食店への時短要請の内容（１）

期間 国措置
対象

根拠 対象施設 要請内容 対象地域

①
１２月２１日
～１月１３日
（２４日間）

－

法第
２４条
第９
項

接待を伴う飲食店
酒類の提供を行う飲食店

時短要請
（５～２１時）

京都市全域

②
１月１４日
～２月２８日
(４６日間）

緊急事
態措置

法第
２４条
第９
項

【飲食店】
飲食店、喫茶店等
【遊興施設】
バー、カラオケ等、飲食店営業許可店舗

時短要請
（５～２０時）
酒類の提供
（１１時～１９時）

京都府全域

③

３月１日
～３月７日
(７日間）

－

法第
２４条
第９
項

【飲食店】
飲食店、喫茶店等
【遊興施設】
バー、カラオケ等、飲食店営業許可店舗

時短要請
（５～２１時）
酒類の提供
（１１時～２０時）
（１５日からの酒類
提供は１１時～２
０時３０分）

京都府全域

３月８日
～３月２１日
(日間）

京都市域

６ 京都府における飲食店への時短要請の内容（２）

期間 国措置
対象

根拠 対象施設 要請内容 対象地域

④
４月５日～
４月１１日
(７日間）

－

法第
２４条
第９
項

【飲食店】
飲食店、喫茶店等
【遊興施設】
バー、カラオケ等、飲食店営業許可
店舗

時短要請
（５～２１時）
酒類の提供
（１１時～２０時３０分）

京都市および
山城・乙訓地
域

⑤
４月１２日～
４月２４日
(１３日間）

まん延
防止等
重点措
置

法第
３１条
の６
第１
項

【飲食店】
飲食店、喫茶店等
【遊興施設】
バー、カラオケ等、飲食店営業許可
店舗

時短要請
（５～２０時）
酒類の提供
（１１時～１９時）

京都市全域
（重点措置区
域）

法第
２４条
第９
項

時短要請
（５～２１時）
酒類の提供
（１１時～２０時３０分）

山城・乙訓地
域１５市町村

⑥
４月２５日～
６月２０日
（５７日間）

緊急事
態措置

法第
４５条
第２
項

【飲食店】
飲食店、喫茶店
【遊興施設】
バー、キャバレー、ナイトクラブ
【カラオケ】
カラオケ店

時短要請
（５～２０時）
※酒類の提供禁止

京都府全域
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期間②

12月21日
時短要請
京都市全域

1月14日
緊急事態宣言

京都府全域で時短要請

3月8日
時短要請
京都市全域

3月21日
時短終了

4月5日
時短要請

京都市と山城・乙訓地域

4月12日
まん延防止等重

点措置

京都府, 4月25日
緊急事態宣言

京都府全域で時短要請

6月20日緊急事態宣言解除
6月21日から

まん延防止等重点措置へ

京都府内全域に時短要請
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10月1日 11月1日 12月1日 1月1日 2月1日 3月1日 4月1日 5月1日 6月1日

人

京都府 10万人あたりの新規感染者数（公表日・７日間累計）

① 時短要請（12月21日～）
今週先週比の推移

２週間後の１月３日
の今週先週比0.93で
あり、減少傾向が見
られるが、その後増
加傾向が見られる。

② 緊急事態宣言（１月14日～）
今週先週比の推移

２週間後の１月27日
の今週先週比0.91
であり、減少傾向が

見られる。
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期間①

７ 京都府の感染動向（１）

12月21日
時短要請
京都市全域

1月14日
緊急事態宣言

京都府全域で時短要請

3月8日
時短要請
京都市全域

3月21日
時短終了

4月5日
時短要請

京都市と山城・乙訓地域

4月12日
まん延防止等重点措置

京都市に適用

京都府, 4月25日
緊急事態宣言

京都府全域で時短要請

6月20日緊急事態宣言解除
6月21日から

まん延防止等重点措置へ

京都府内全域に時短要請
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10月1日 11月1日 12月1日 1月1日 2月1日 3月1日 4月1日 5月1日 6月1日

人

京都府 10万人あたりの新規感染者数（公表日・７日間累計）

③ 時短要請（３月８日～）
今週先週比の推移

２週間後の３月21日
の今週先週比0.82で
あるが、増加傾向が
見られる。

④ 時短要請（４月５日～）
今週先週比の推移

２週間後の４月18日
の今週先週比1.23
であり、増加傾向が
見られる。

時短要請から
２週間のライン
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期間③ 期間④

７ 京都府の感染動向（２）

まん延防止等重点措置のから
２週間のライン
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期間⑥

12月21日
時短要請

1月14日
緊急事態宣言

京都府全域で時短要請

3月8日
時短要請
京都市全域

3月21日
時短終了

4月5日
時短要請

京都市と山城・乙訓地域

4月12日
まん延防止等重点措置

京都市に適用

京都府, 4月25日
緊急事態宣言

京都府全域で時短要請

6月20日緊急事態宣言解除
6月21日から

まん延防止等重点措置へ

京都府内全域に時短要請
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京都府 10万人あたりの新規感染者数（公表日・７日間累計）

⑤ まん延防止等重点措置（４月12日～）
今週先週比の推移

２週間後の４月25日
の今週先週比1.49で
あるが、その後減少
傾向が見られる。

⑥ 緊急事態宣言（４月25日～）
今週先週比の推移

２週間後の５月８日
の今週先週比0.94
であり、横ばいの傾
向が見られる。
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７ 京都府の感染動向（３）

時短要請から
２週間のライン

まん延防止等重点措置から
２週間のライン

まん延防止等重点措置から
２週間のライン

緊急事態宣言から
２週間のライン
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大阪府と京都府と滋賀県の推移

大阪府

京都府

滋賀県

【まとめ】今回の分析では、
• 京都府が時短要請をしてから２週間経過しても新規感染者数は横ばいあるいは増加傾向を示した。
• 大阪府と同様に、まん延防止等重点措置や緊急事態宣言後の２週間程度経過後に新規感染者数が減
少傾向を認めた。

• 大阪府と比較し、ピークが低く、長い推移となった。
• 滋賀県の感染動向は、大阪府よりも京都府に近い推移を示している。

７ 京都府の感染動向（４）
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８ 奈良県における飲食店への時短要請の内容

期間 国措置
対象

根拠 対象施設 要請内容 対象地域

①
４月２８日～
５月３１日
(３４日間）

－

法第
２４条
第９
項

【飲食店】
飲食店、喫茶店等
【遊興施設】
バー、カラオケ等、飲食店営
業許可店舗

時短要請
（～２０時）

• 奈良市全域（4/28～）
• 大和郡山市、天理市、
生駒市、香芝市、王寺
町、広陵町（5/1～）

• 大和高田市、橿原市
（5/2～）

（９市町）

②
６月１日～
６月２０日
（２０日間）

－
法第
２４条
第９
項

【飲食店】
飲食店、喫茶店等
【遊興施設】
バー、カラオケ等、飲食店営
業許可店舗

時短要請
（～２０時）

奈良市、天理市、生駒市
（３市）

- 10 -



4月27日
奈良市等９市に対して時短要請

6月1日
奈良市・生駒市・天理市で

時短要請継続

6月20日
時短要請終了
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奈良県 10万人あたりの新規感染者数（公表日・７日間累計）

① ９市に対して時短要請（４月27日～）
今週先週比の推移

２週間後の５月10
日の今週先週比
0.91であるが、時
短要請開始時すで
に低下傾向にあ
り、その後は横ば
いで推移している。

② ３市に対して時短要請継続（６月１日～）
今週先週比の推移

２週間後の６月14日
の今週先週比0.52
であるが、その後増
加に転じている。
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９ 奈良県の感染動向（１）
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大阪府と奈良県の推移
大阪府

奈良県

【まとめ】今回の分析では、
• 奈良県が時短要請をした時点で、既に新規感染者数は、減少傾向にあった。
• 奈良県が時短要請をしてから２週間経過しても新規感染者数は横ばいで、６月１日以降も奈良市他２市に
は時短要請を継続したが、その後の新規感染者数は増加傾向を示した。

• 奈良県の新規感染者数は大阪府の後を追うような推移を示しており、奈良県における時短要請よりも、大
阪府の感染動向が奈良県の感染動向に影響を及ぼしている可能性が示唆される。

９ 奈良県の感染動向（２）
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１０ 和歌山県における飲食店への時短要請の内容

期間 国措置
対象

根拠 対象施設 要請内容 対象地域

①
４月２２日～
５月３１日
(４０日間）

－

法第
２４条
第９
項

【飲食店】
飲食店、喫茶店等
【遊興施設】
バー、カラオケ等、飲食店営業許可
店舗

時短要請
（～２１時）
酒類の提供
（１１時～２０時）

和歌山市内
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4月22日
時短要請・和歌山市

5月31日
時短要請終了
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和歌山県 10万人あたりの新規感染者数（公表日・７日間累計）

① 時短要請（４月22日～）
今週先週比の推移

２週間後の５月５日
の今週先週比0.88で
あるが、時短要請開
始直後に低下傾向
が見られ、その後は
低下傾向から横ば
いで推移している。
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１１ 和歌山県の感染動向（１）
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大阪府と和歌山県の推移

大阪府

和歌山県

【まとめ】今回の分析では、
• 和歌山市に時短要請をした直後から新規感染者数が減少傾向にあり、時短要請による減少効果については
確認できない。

• 奈良県と同様に、和歌山県の新規感染者数は大阪府の後を追うような推移を示しており、大阪府の感染動
向が和歌山県の感染動向に影響を及ぼしている可能性が示唆される。

１１ 和歌山県の感染動向（２）
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国立感染症研究所、厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボード・データ解析チーム
まん延防止等重点措置と緊急事態宣言が新型コロナウイルス感染症の流行動態に及ぼした効果に関する定量的評価（暫定版）

重点措置と緊急事態宣言の双方で、その適用後に新規感染者数の推移のトレンドに減少変化があ
り、両措置に効果があった可能性が示唆された。

１２ 効果の地域差について

国立感染症研究所、厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボード・データ解析チーム
「まん延防止等重点措置と緊急事態宣言が新型コロナウイルス感染症の流行動態に及ぼした効果に関する定量的評価（暫定版）」

重点措置と緊急事態宣言の双方で、その適用後の新規感染者数の推移に統計学的に有意な変化は認め
なかった。

１２ 効果の地域差について
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国立感染症研究所、厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボード・データ解析チーム
「まん延防止等重点措置と緊急事態宣言が新型コロナウイルス感染症の流行動態に及ぼした効果に関する定量的評価（暫定版）」

１２ 効果の地域差について

概して、減少傾向が見られ効果があった可能性が示唆されるが、その効果には、地域差が見られる。
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大阪府、京都府では、府独自の時短要請について、新規感染

者数の明確な減少は認めなかった。ただし、その後の感染拡

大の抑制に関係した可能性はある。また、まん延防止等重点

措置や緊急事態宣言については、減少傾向が見られる。

奈良県と和歌山県は、時短要請時点、または直後に既に減少

傾向にあり、時短要請による減少効果は確認できなかった。

両県においては、県独自の時短要請の効果よりも、大阪府の

感染動向による影響の方が大きかった可能性が示唆される。

全国の状況を見ても、まん延防止等重点措置の発出後は、概

して減少傾向が見られ効果があった可能性が示唆されるが、

その効果には地域差を認める。

１３ 評価

時短要請等と新規感染者の推移に関する評価

１４ まとめ

本県における飲食店への時短要請

県独自の飲食店への時短要請は、減少効果が現れない可能性
がある。

その効果が明確に見えない中で、経済活動への影響や私権の
制約につながる飲食店への時短要請については、慎重に判断
する必要がある。

「まん延防止等重点措置」については一定減少の効果が見ら
れるところであり、病床がひっ迫する等により、本県におい
て飲食店への時短要請を行う際には、同時に「まん延防止等
重点措置」の要請を国に対して行うことを検討する。

なお、これらの検討にあたっては、季節変動や変異株の影
響、ワクチン接種の効果などにより、今後の感染動向がこれ
までの感染動向とは異なるものとなることが十分に考えられ
ることを踏まえる必要がある。
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